
調査の背景

東日本大震災（平成23年３月）では、甚大な人的・物
的被害が発生しました。これらの多くは、津波を主因と
するものと考えられますが、震源から遠く離れた地域に
おいても長周期地震動による超高層ビルの被害のほか、
建築物の天井の落下による被害なども多数報告されてい
ます。
過去の災害を見ると、阪神・淡路大震災（平成７年１
月）では、全半壊した建築物は約25万棟にもおよび、震
災による死者の約８割が建築物の倒壊によるものでし
た。また、新潟県中越地震（平成16年10月）では、一部
市町村の庁舎が被災により使用不能となる事態が発生し
ました。さらに、海外の事例を含めると、中国四川省の
大地震（平成20年５月）では、多くの学校施設の倒壊に
より多数の犠牲者が発生しました。
地方公共団体が所有又は管理する公用・公共用施設の
多くは、不特定多数の利用が見込まれるほか、地震災害
の発生時には防災拠点としての機能を発揮することが求
められます。
こうした施設が地震により被害を受けた場合、多くの
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犠牲者を生じさせるばかりでなく、災害応急対策等の実
施に支障をきたし、その結果として防ぐことができたで
あろう被害の発生や拡大を招くおそれがあります。
災害応急対策を円滑に実施するためには、防災拠点と
なる庁舎、消防署、避難所となる文教施設（校舎・体育
館）などの公共施設等の耐震化が非常に重要です。
消防庁では、こうした背景の下、平成13年度に設置し
た「防災拠点となる公共施設等の耐震化推進検討委員会」
により、地方公共団体（都道府県及び市町村）が所有又
は管理する公共施設等について、耐震診断及び改修実施
状況等について調査を実施し、「防災拠点となる公共施
設等の耐震化推進検討報告書」として取りまとめ、その
後も調査を実施してきたところですが、平成22年度末時
点の調査結果（※）が取りまとまりましたので報告します。
（※）東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県

並びにこれら３県内の市町村のデータについては除いた数

値により集計している。

調査結果

本調査における「耐震率」は、対象となる全棟数に占
める「耐震性が確保されている」棟数の割合です。
「耐震性が確保されている」とは、昭和56年の建築基
準法改正に伴い導入された現行の耐震基準を満たす、と
いうことです。この耐震基準は、震度５強程度の地震に
対しては、ほとんど損傷を生じず、震度６強程度の地震
に対しては人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生
じないことを目安にしたものです。　
調査の結果、平成22年度末の防災拠点となる公共施設

等の耐震率及び耐震率の高い都道府県などは、以
下のとおりです。
⑴　平成22年度末耐震率：75.7％

平成22年度末時点で地方公共団体が所有又は
管理する防災拠点となる公共施設等は17万9,491
棟で、このうち13万5,860棟の耐震性が確保され
ており、耐震率は75.7％となります。なお、前回
調査（平成21年度末：70.9％（被災３県除き
70.8％））と比較すると、4.8ポイント上昇しました。
また、調査を始めてからの耐震率の推移を示す
と、図１のとおりです。
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図１　防災拠点となる公共施設等の耐震率の推移

【 】内の数値は、岩手県、宮城県及び福島県並びにこれら３県内の市町村
データを除いた数値により集計したもの。
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⑵　耐震率の高い、上位３都道府県

１　東京都（91.7％）
２　神奈川県（90.6％）
３　愛知県（90.3％）
都道府県別では、東海地震に係る
地震防災対策強化地域内の都県が、
上位に多くなっています（強化地域
内の都県：東京都、神奈川県、山梨
県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知
県、三重県）。
⑶　耐震率の高い、上位３施設

１　文教施設（79.1％）
２　消防本部、消防署所（77.9％）
３　診療施設（75.1％）
なお、施設別の耐震率は、表１のとおりです。
⑷　耐震性が確保されている棟数の内訳（図２）

耐震性が確保されている建築物は、以下の①、
②、③の合計13万5,860棟になります。
①　昭和56年６月１日以降の建築確認を得て
建築された建築物　　　　　…８万4,620棟
②　昭和56年５月31日以前の建築確認を得て
建築された建築物のうち、耐震診断の結果
「耐震性を有する」と診断された建築物
	 　　　　　　　　　　　　　…１万9,378棟
③　耐震改修整備を実施した建築物
	 　　　　　　　　　　　　　…３万1,862棟

今後の対応

調査結果から、耐震診断及びその結果に基づく耐震措
置が着実に進んでおり、結果として防災拠点となる公共
施設の耐震化が進んでいることが分かりますが、各地方
公共団体においては、耐震診断、耐震改修の推進はもと
より、数値目標の設定、耐震診断結果の公表なども含め
た、早急かつ計画的な耐震化に係る取組をより一層推進
することが望まれます。
消防庁では、従前から公共施設等耐震化事業（事業費
の90％を起債対象とし、その元利償還金の50％を交付税
算入）を実施しており、このうち、地震による倒壊の危
険性が高い（Ｉｓ値0.3未満）庁舎や避難所については、

交付税算入率を２／３に引き上げていたところです。今
回、東日本大震災の教訓を踏まえて新たに設けられた緊
急防災・減災事業（単独）では、耐震化を一層推進する
ため、地方財政措置について事業費の100％を起債対象
とし、その元利償還金の70％を交付税算入することとし
たところです。これらの財政措置等により、今後とも地
方公共団体の取組を支援していきます。

※防災拠点となる公共施設等の耐震化推進状況調査報告
書（平成23年12月）
リンク先　URL：http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/
houdou/2312/231209_1houdou/01_01.pdf
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表１　施設別の耐震率（都道府県＋市町村）

図２　耐震性が確保されている棟数の内訳

昭和57年
以降建築の
棟数
84,620棟
（47.1％）

耐震性有
135,860棟（75.7％）

耐震性無
43,631棟（24.3％）

改修未定
25,195棟
（14.0％）

改修済
31,862棟
（17.8％）

耐震性有
19,378棟（10.8％）

昭和56年以前
建築で耐震診断実施
76,435棟（42.6％）

昭和56年以前建築で耐震診断未実施の棟数
18,436棟（10.3％）

防災拠点
となる

公共施設等
179,491棟

昭和57年
以降建築の
棟　数

改修の必要
がない棟数
(耐震性有)

改修済 耐震済の
棟数

平成22年度
末耐震率

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝Ｅ Ｅ／Ａ

１ 社会福祉施設  21,692  11,376  3,080  1,192  15,648  72.1％

２ 文教施設（校舎・体育館）  107,884  44,455  12,763  28,108  85,326  79.1％

３ 庁舎  8,416  3,878  812  807  5,497  65.3％

４ 県民会館・公民館等  15,133  8,877  946  443  10,266  67.8％

５ 体育館  4,158  2,404  198  191  2,793  67.2％

６ 診療施設  2,905  1,866  205  110  2,181  75.1％

７ 警察本部、警察署等  4,866  2,941  312  308  3,561  73.2％

８ 消防本部、消防署所  6,068  3,765  568  391  4,724  77.9％

９ その他  8,369  5,058  494  312  5,864  70.1％

合　　　　計 179,491 84,620  19,378  31,862  135,860  75.7％

全棟数
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